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太平洋の島嶼地域における 2つの流動量の決定要因の比較
― 観光客，移民による海外送金の流動を事例に ―

高　橋　環太郎

要　　旨

本研究では空間的相互作用を記述する重力モデルを援用し，太平洋の島嶼地域における観光客，移民による海外送金と

いったそれぞれの流動パターンの分析および比較を目的としている．国際間における移民や海外送金はMIRAB論が示す

通り，内部の市場が小さい島嶼地域における経済を考える上で重要な要素である．また，島嶼地域では貿易が主要な経済

活動となるが，その中でもサービス貿易の 1つである観光は島嶼地域では特に重要な産業である．一方，島嶼経済を取り

巻くこれらの流動データは先進国と比べゼロフローが多く，サンプル数が少ないため，これまで計量経済学的な手法によ

る分析はあまり多くされていなかった．本研究ではこの点にも着目し，ゼロフローを考慮した分析手法により，島嶼地域

における空間的相互作用モデルの分析を行った．

分析の結果，重力モデルの基本的な変数では流動の違いによるモデル間のパラメータの差はみられず，送出地域および

受入地域ともに所得および距離の弾力性がおおむね高いことがわかった．一方，物価弾力性，植民地関係，言語関係を表

す変数にはモデル間の差がみられ，海外送金の流動は観光客流動よりもこれらの変数の影響が高いことが示された．さら

に変数選択による最適モデルを検証したところ，2つのモデル間で同様の変数が選択された．

分析の結果を踏まえて，太平洋の島嶼地域における観光戦略や移民政策を議論する場合，それぞれを独立した現象では

なく，関連した現象として議論することが重要な視点となり得ることが示された．

キーワード　島嶼経済，観光客流動，移民，海外送金，重力モデル

Ⅰ　はじめに

島嶼地域における経済構造はいくつかの特徴が

指摘されている．Briguglio （1995） では，市場の

狭小性，外部市場との遠隔性，資源の乏しさや脆

弱な自然環境といった 3つの地理的条件を踏まえ

た特徴をあげている．同研究では指標を構築し，

島嶼地域における貿易依存度の高さの実証を試み

ているが，貿易依存の経済構造となる要因として

あげているのが上記の特徴である．一方，

MIRAB論という概念が太平洋の島嶼地域の経済

構造を議論する時にしばしば用いられることが

ある．MIRAB論は移民 （Migration） による送金

（Remittance） や海外からの経済支援 （Aid），民間

セクターが少なく，官僚機構 （政府部門） への依

存 （Bureaucrat） といった単語の頭文字をとった言

葉である （Bertram and Watters, 1985）．この概念

は主に太平洋にある島嶼地域における社会・経

済的な特徴から導き出されたもので，島嶼地域

の経済構造や社会状況を表す言葉として用いら

れる．

これらの先行研究では地理的な視点，社会的な

視点とそれぞれ異なる視点から島嶼経済の特徴が

説明されているが，共通点としては，貿易や移民

による海外送金，海外支援のような地域外部との

経済活動に関する指摘である．しばしば経済成長

などの分析を行う場合は地域内の市場に着目して

分析されることが多い．しかし，島嶼地域では地

域外との関係が経済的にも重要な視点だといえ

る．本研究ではこの視点を踏まえ，太平洋の島嶼

地域における国際的な 2つの流動である観光客流

動と移民による海外送金の流動に着目し，空間的

相互作用を記述する重力モデルにより分析するこ

ととした．
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Gallego 2014）．

太平洋諸島における観光客流動に関する研究は

フィジーの時系列データに対して観光需要モデル

を適用した研究がある （Narayan 2004）．しか

し，空間的相互作用を説明した重力モデルを応用

した研究は少ない．理由としては大国や先進国と

比べ，データの種類が少なく，ゼロフローや欠損

値が多いためであると考えられる．

一方，太平洋における島嶼地域への海外送金は

主にオーストラリアやニュージーランドを中心と

した移民からされる場合が多いとされている

（Browne and Mineshima 2007）．同研究では太平

洋地域における移民の歴史は長く，世代交代して

いる事例もあるにもかかわらず，祖国との関係は

ほかのアジアの国と比べて持続していることが明

らかにされている．また，Brown （1997） ではシ

ドニーでのサモアおよびトンガからの移民へのア

ンケート調査を行い，統計モデルによる分析を

行っている．分析の結果から，同研究では送金目

的は家族への仕送りだけではなく，自国での資産

の増資や投資といった目的も海外送金する要因と

して影響していることが明らかにされている．先

行研究から移民による海外送金は太平洋の島嶼地

域において，決して小さな収入源ではないことが

伺える．

移民と観光の関係については近年実証研究が進

んでいる．Seetaram （2012） ではオーストラリア

のインバウンドを事例に観光需要モデルを応用

し，移民と観光需要の関係が実証されている．

Etzo， Massidda and Piras （2014） ではイタリアに

おけるアウトバウンド対象に，Dwyer, Seetaram, 

Forsyth and King （2014） ではオーストラリアのイ

ンバウンドおよびアウトバウンドを対象にそれぞ

れ移民と観光需要に関して議論がされている．こ

れらの研究では親戚や友人を訪問する目的，

VFR （Visiting Friends and Relativesの略），によ

る観光客需要が影響していることが実証された．

Fourie and Santana-Gallego （2013） では文化や民

族的な類似性が移民の効果として観光需要に影響

していることが議論されている．先行研究から移

民と観光需要の関係は少なからず存在しており，

Ⅱ　先行研究

多くの島嶼地域では貿易依存度が高いとされて

いる．その中でもサービス貿易の 1つである観光

産業は外貨獲得の主要産業として位置づけられて

おり，太平洋地域の島嶼地域においても観光は重

要な産業の 1つとして考えられている．Scheyvens 

and Momsen （2008） では島嶼地域における観光産

業と経済規模の関連をいくつかの先行研究を交え

て考察しており，観光産業が発達している島嶼地

域ほど経済活動が良好であることが示唆されてい

る．また，南太平洋やカリブ海の19の島嶼地域

を対象に行ったSeetanah （2011） では，経済成長

モデルをもとにモデリングを行った．同研究では

計量経済学的な手法による推定の結果，観光が島

嶼地域の経済成長に影響していることが明らかと

なった．さらに，南太平洋地域における 4つの島

国を対象にした研究では，観光関連の輸出額と実

質GDPの関連性があり，観光が島嶼地域のGDP

の成長に寄与していることを明らかにしている

（Narayan, P. K., Narayan, S., Prasad, A. and Prasad, 

B. C. 2010）．

また，観光はサービス貿易の一つであることか

ら，貿易論の視点で観光が議論される （Eilat and 

Einav 2004; Zhang and Jensen 2007）．特に 2地点

間の貿易量に対する決定要因の分析に用いられる

重力モデルは観光客流動においても広く応用され

ている．観光客流動は観光需要を示す変数と解釈

されることが多く，先行研究においても需要量と

の因果関係を考察するためにしばしば用いられる

（Song and Li 2008 ; Song, Li, Witt and Fei 2010）．

重力モデルを援用することで二地点間の観光需要

量の決定要因を分析した研究は韓国の貿易量と観

光客流動を分析したKeum （2010） やトルコの

ソープオペラの海外での放映時間とトルコへのイ

ンバウンドの関係を分析したBalli, Balli and Cebeci, 

（2013），交通インフラの影響を明らかにした研究 

Khadaroo and Seetanah （2008） などがあげられる．

また，近年では観光分野の研究においても重力モ

デルの理論的背景や応用的な使われ方に関する議

論が行われている （Morley Rosselló and Santana-
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F ij＝Kα Mi
β1Mj

β2 /Dij
β3 

ただし，iは出発地，jは到着地である．Fは i

から jにおける流動を表している．Kは定数項，

PiおよびPjは地点 iと地点 jにおける規模を表す

質量項，Dijは出発地 iから到着地 jへの距離であ

る．添え字αおよびβはそれぞれの変数に対する

係数である．べき乗で表されているため対数を用

いて，線形式にすることで係数は得られる．

log(Fi j )＝α log(K)＋β1 log(Pi )＋β2 log(Pj )

－β3 log(Dij )＋ε

得られた係数は弾力性と解釈される．質量項に

は所得や市場規模を表す変数が用いられ，1パー

セント変化した場合の流動量の変化率が議論され

る．距離は離れるほど流動量が低くなるため，距

離の弾力性は負になることが仮定されている．ε

は誤差項であり，扱われるデータの種類によって

扱いが異なってくる．

２．データおよび推計式

重力モデルで用いる変数として，本研究で用い

たデータおよび変数名は第 1表の通りである．観

光客および海外送金といった流動データはフィ

その背景として観光客の親戚・友人関係や出発地

と到着地の間にある，文化的な背景の類似性など

が影響していると考えられている．

本研究では太平洋に浮かぶ島嶼地域における観

光客，移民による海外送金といったそれぞれの国

際的な流動要因についての分析および比較を行

う．一般的に移民による海外送金と観光需要は一

見すると独立した現象と捉えることができる．し

かし，先行研究においても移民と観光需要は関連

性があることが実証されつつある．本研究は太平

洋の島嶼地域においてもこれらの流動には関連性

があり，観光客と海外送金の流動に対する要因に

は類似した傾向がみられのではないかと考えてい

る．この点に着目して実証することが本研究の位

置づけである．

Ⅲ　方法

１．重力モデル

重力モデルは二地点間における空間的相互作用

を記述した理論モデルである．社会科学では貿易

量，人口移動，マネーフローなど様々な流動が分

析対象となるため，重力モデルは様々な形で議論

が行われている．基本式は以下の通りである．

第 1表　データ一覧ならびに変数表

変数名 変数の説明 出所

Tourij 地点 iから地点 jへの観光客流動量。 UNWTO (2015)

Remij 地点 iから地点 jへの海外送金の流動量。 World Bank (2013)

GDPCAP 2010年の物価を基準にした実質一人当たりのGDP (US$) World Bank (2017)

POP 人口 World Bank (2017)

PRICEij PRICEij=(CPIj/CPIi)/(Exchange Ratej/Exchange Ratei)

ただし，iは出発地、jは到着地
CPI:消費者物価指数 (2010=100)

Exchange Rate:為替レート (LCU per US$, period average)

World Bank (2017)

*Own cluculated based on UNWTO (2015)

DISTij 地点 iから地点 jの首都間距離 (km) Mayer and Zignago (2011) 

colonyij 植民地関係を示すダミー変数 (Yes=1, No=0) Mayer and Zignago (2011) 

comlang_offij 言語関係 (公用語 )を示すダミー変数 (Yes=1, No=0) Mayer and Zignago (2011) 

Comlang_ethnicij 言語関係 (話者が9％以上を基準 )のダミー変数 (Yes=1, No=0) Mayer and Zignago (2011) 

smctryij 同じ宗主国による植民地関係にあったことを表す変数 (Yes=1, No=0) Mayer and Zignago (2011) 

注：変数はすべて，2010年のクロスセクションデータである．



27─　　─

太平洋の島嶼地域における 2つの流動量の決定要因の比較 （27）

ただし，GDPCAPi, GDPCAPjはそれぞれ地点 i

および地点 jにおける一人当たりのGDPである．

また，POPi, POPjは地点 iおよび地点 jにおける人

口を表している．一人当たりGDPは所得，人口

は市場規模を変数としてそれぞれ解釈される．ま

た，DISTijは地点 iと地点 jそれぞれの地点にお

ける首都の座標を基に推計された距離変数 1）であ

る （Mayer and Zignago 2011）．これらの変数は重

力モデルの推定において，よく用いられる変数で

あり，所得および市場規模は正の係数が，距離変

数は負の係数となると予想される．

ジー，パプアニューギニア，キリバス，サモア，

ソロモン諸島，トンガ，バヌアツから得られたイ

ンバウンド （インフロー） およびアウトバウンド

（アウトフロー） である （第 1図および第 2表）．

本研究では 2つの流動を説明するために推計式を

以下の通り設定した．

 Fij＝ f (GDPCAPi , GDPCAPj , POPi , POPj DISTij

  PRICEij, Comlang_offij , Comlang_ethnoij ,

  Colonyij , smctryij)

第２表 a　各島のノード

島名 インバウンド・アウトバウンド

全島 アメリカ カナダ オーストラリア ニュージーランド

フィジー フィンランド ベルギー マレーシア 韓国

中国

キリバス ソロモン諸島 ツバル マーシャル諸島

パプアニューギニア イスラエル インド シンガポール フィリピン

マレーシア ロシア 韓国

サモア 韓国

ソロモン バヌアツ

トンガ インド 韓国 中国 南アフリカ

注：インバウンドおよびアウトバウンド双方のデータがあった国・地域．

第 1図　本研究で対象となった島嶼国家一覧

　
0 1000 km
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第２表 b　各島のノード

島名 インバウンド アウトバウンド

フィジー イギリス ノルウェー アゼルバイジャン グレナダ ナイジェリア ベナン

イタリア フランス アンゴラ コロンビア ニカラグア ポーランド

インド 香港 イスラエル サウジアラビア ネパール ボツワナ

オーストリア 日本 ウクライナ サモア バーレーン ベルギー

オランダ エクアドル シンガポール パキスタン モーリシャス

スイス ガイアナ ソロモン パナマ モルディブ

スウェーデン カンボジア タイ バヌアツ モロッコ

スペイン ギニア タンザニア バハマ モンゴル

デンマーク キューバ ツバル パラグアイ ヨルダン

ドイツ キリバス ドミニカ国 バルバドス ルワンダ

グアテマラ トリニダード・トバゴ バングラデシュ レバノン

クウェート トンガ ブータン 南アフリカ

キリバス イギリス 日本 アゼルバイジャン サウジアラビア バーレーン 中国

イタリア イスラエル タイ パナマ ロシア

スイス インド ニカラグア バハマ

ドイツ ウクライナ ポーランド フィンランド

フィジー エクアドル マレーシア マーシャル諸島

フランス グアテマラ モーリシャス モンゴル

クウェート モルディブ ロシア

コロンビア モロッコ 韓国

ソロモン イギリス イタリア アゼルバイジャン タンザニア ベルギー 韓国

フランス ドイツ アンゴラ ドミニカ国 ポーランド 南アフリカ

日本 パプアニューギニア イスラエル トリニダード・トバゴ マレーシア

香港 オランダ インド バーレーン モーリシャス

フィジー ウクライナ バハマ モンゴル

コロンビア パラグアイ レバノン

タイ フィンランド ロシア

サモア イギリス アゼルバイジャン グアテマラ チリ モンゴル

中国 イスラエル バングラデシュ トリニダード・トバゴ ロシア

フィジー イタリア クウェート パナマ 南アフリカ

日本 インド バルバドス モルディブ

ドイツ エクアドル フィンランド バハマ

ウクライナ タイ ベルギー

エジプト トンガ ポーランド

カザフスタン タンザニア マレーシア

パプアニューギニア イギリス 中国 アゼルバイジャン シエラレオネ パキスタン ベルギー

インドネシア 日本 イタリア ソロモン パナマ ポーランド

オランダ エクアドル タイ バヌアツ モーリシャス

チリ ガイアナ タンザニア バハマ モンゴル

ドイツ カザフスタン ドミニカ国 パラグアイ レバノン

フランス キューバ トリニダード・トバゴ バルバドス 南アフリカ

グアテマラ ニカラグア バングラデシュ

コロンビア バーレーン フィンランド

トンガ イギリス スイス イスラエル サウジアラビア バングラデシュ レバノン

ドイツ 日本 ウクライナ トリニダード・トバゴ フィンランド ロシア

フランス フィジー エクアドル タイ ベルギー

スウェーデン 香港 ガイアナ ニカラグア ポーランド

オーストリア イタリア グアテマラ バーレーン マレーシア

クウェート バハマ モルディブ

コロンビア バルバドス モンゴル

バヌアツ イギリス ドイツ インド トリニダード・トバゴ マレーシア 韓国

フィジー ウクライナ バーレーン モーリシャス 中国

パプアニューギニア エクアドル バハマ モルディブ 南アフリカ

日本 キューバ パラグアイ モロッコ

フランス グアテマラ バルバドス モンゴル

コロンビア フィンランド レバノン

タイ ベルギー ロシア

注：インバウンド, アウトバウンドそれぞれのデータがあった国・地域．
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よって推計を行う．一般化線形モデルでは最尤法

によって，確率分布の指定を行う．確率分布の指

定は正規分布，疑似ポアソン分布，負の二項分布

を用いる．適切な誤差項を扱うために，本研究で

はAICを基準に選択を行うこととする．

Ⅳ　推計結果

１．観光客流動

第 4表aおよびbは観光客流動を目的変数とし

た推定結果を示している．第 4表aではそれぞれ

異なった誤差項の確率分布をあてはめた結果が示

PRICEijは地点 iと地点 jにおける物価の影響を

表す変数あり，二地点間における購買力平価の比

率から得られている．観光需要モデルでは需要の

価格弾力性を示すために用いられる指標であり，

到着地と出発地の物価比率が大きくなると需要が

減少することが予想される．

Colonyij, smctryij, Comlang_offij, Comlang_ethnoij

はダミー変数であり，それぞれ植民地関係や言語

関係などを表している．Colonyijは地点 iと地点 j

の植民地関係を表わしている．smctryijは地点 iと

地点 jが同じ宗主国により統治されていたことを

表す変数であり，共通の宗主国であることによる

影響を推計するために用いる．Comlang_offijおよ

びComlang_ethnoijは地点 iと地点 jの言語関係を

表す変数である．前者は公用語であることを基準

にしているのに対して，後者は話者の割合 （人口

の 9パーセント） を基準としている （Mayer and 

Zignago 2011）．

３．推計方法

第 3表は観光客流動および海外送金の基本統計

量を示している．第 3表によれば，標準偏差が平

均値より大きいことが示されている．また，中央

値はどちらも最小値のゼロに近いもしくは同じ値

を示している．本研究で用いるデータはいずれも

分布は偏っており，ゼロが多く含まれていること

が特徴である．

一般的に重力モデルは対数を用いて，線形式に

変換することで推定が行われる．しかし，ゼロが

多い場合は欠損値扱いにするか，適当な値を代入

する等の方法がとられることがある．本研究では

誤差項の分布を選択できる一般化線形モデルに

第 3表　目的変数の基本統計量

TourD RemD

平均値 3.084797436 1.180995508

標準偏差 18.31330748 6.256539075

最大値 318.185 57.40633011

中央値 0.0155 0

最小値 0 0

第４表 a　観光客流動の推定結果

Gaussian Poisson Negative

(Intercept) －3.797* －13.795*** －15.321
［2.041］ ［3.524］ ［1.952］***

log (GDPCAP_O) 0.572*** 0.85*** 1.075
［0.063］ ［0.179］ ［0.109］***

log (GDPCAP_D) 0.508*** 1.304*** 1.153
［0.072］ ［0.171］ ［0.128］***

log (POP_O) 0.298*** 0.557*** 0.713
［0.038］ ［0.098］ ［0.072］***

log (POP_D) 0.247*** 0.298*** 0.574
［0.029］ ［0.109］ ［0.048］***

log (PRICE) －0.499*** －1.652*** －0.872
［0.181］ ［0.384］ ［0.288］**

log (distcap) －1.625*** －2.141*** －2.72
［0.146］ ［0.187］ ［0.145］***

colony 0.736* 0.159 0.902
［0.434］ ［0.438］ ［0.363］*

comlang_off 0.45** 0.976*** 0.526
［0.152］ ［0.313］ ［0.24］*

comlang_ethno 0.084 0.648** 0.142
［0.162］ ［0.285］ ［0.229］

smctry －1.389** －1.032 －0.971
［0.502］ ［0.669］ ［0.662］

AIC 1012.447 na 699.367

log－likelihood －494.224 na －338.683

pseudo－R2 0.63 0.869 0.813

N 354 354 354

注：Gaussian （正規分布），Poisson （疑似ポアソン分布），Negative （負
の二項分布）を示す．

正規分布を仮定したモデルでは目的変数に0.1を加えて対数変換を
行った .
［ ］内の数値は頑健標準誤差．有意水準は***p<0.01，**p< 0.05，
*p< 0.1
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る所得，市場規模，距離に加え，物価比率や植民

地および言語関係を組み合わせたモデルが適切で

あることがわかった．また，変数を増減すること

による影響はパラメータの値の変化から少ないこ

とが示された．

２．海外送金

第 5表aおよびbは海外送金の流動を目的変数

とした推定結果を示してる．第 5表aではそれぞ

れ異なった確率分布をあてはめた結果である．

AICを比較した場合，最も当てはまりが良かった

のは負の二項分布であった．

負の二項分布をあてはめたモデルのパラメータ

を比較すると，所得を表す一人当たりのGDPの

弾力性は観光客流動を目的変数としたモデルと同

様，出発地および到着地ともに高い値が示され

た．出発地の所得が 1パーセント変化した場合，

海外送金の流動量は1.2パーセント変化し，到着

地では 1パーセント変化した場合，海外送金量は

1.1パーセント変化するという結果となった．

市場規模を表す人口は出発地，到着地ともにパ

ラメータの有効性は認められた．出発地の市場規

模が 1パーセント変化した場合，海外送金の流動

量は0.6パーセント，到着地の市場規模が 1パー

セント変化した場合，海外送金の流動量は0.6

パーセント変化することが示された．推定結果か

ら市場規模は有意性のある変数であるが，弾力性

は高くないことという結果となった．

2地点間の距離のパラメータは弾力的であるこ

とが示されている．距離が 1パーセント変化した

場合，海外送金の流動量は－2.2パーセント変化

するという結果となっている．推定結果から観光

客流動を目的変数とした重力モデルと同様に距離

逓減の法則が認められた．

2地点間の物価比率を表す変数のパラメータの

有効性は認められた．パラメータの値から二地点

間の物価差が 1パーセント変化した場合，海外送

金の流動量は－2.0パーセント変化することが示

されている．物価による海外送金の流動量への影

響は観光需要量を目的変数としたモデルと比べ

て，高い弾性値であった．

されている．AICが相対的に低く，最も当てはま

りが良かったのは負の二項分布をあてはめたモデ

ルであった．

負の二項分布をあてはめたモデルのパラメータ

を比較すると，所得を表す一人当たりのGDPの

弾力性は出発地，到着地ともに高い値が示されて

いる．出発地の所得が 1パーセント変化した場

合，需要量は1.1パーセント変化し，到着地では

1パーセント変化した場合，需要量は1.2パーセ

ント変化することが示されている．

市場規模を表す人口は出発地，到着地ともにパ

ラメータ有効性は認められた．出発地の市場規模

が 1パーセント変化した場合，需要量は0.7パー

セント，到着地の市場規模が 1パーセント変化し

た場合，需要量は0.6パーセント変化することが

示された．推定の結果から市場規模は有意性のあ

る変数であるが，弾力性は高くないことという結

果となった．

2地点間の距離のパラメータは弾力的であるこ

とが示されている．距離が1パーセント変化した

場合，需要量は－2.7パーセント変化するという

結果となっている．この結果から重力モデルによ

る距離逓減の法則が認められた．

2地点間の物価比率を表す変数のパラメータの

有効性は認められた．係数の値から二地点間の物

価差が 1パーセント変化した場合，需要量は－0.9

パーセント変化することが示されている．推定の

結果から物価比率による需要量の変化はあるもの

の非弾力的であることがわかった．

ダミー変数である植民地関係を表す変数は有意

となった．需要量の変化量は植民地であれば，

150パーセント （exp （0.9）－1≒1.5） 変化すると

いう結果となった．また，公用語の関係を表す変

数は需要量に対して有効な変数として認められ

た．出発地と到着地が共通の公用語である場合，

需要量は70パーセント （exp （0.5）－1≒0.7） 変化

するという結果となった．

第 4表bでは負の二項分布をあてはめたモデル

により変数選択を行っている．AICによる選択の

結果，有意性のある変数の組み合わせが最も低い

ことが示された．重力モデルの基本的な変数であ
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語関係を組み合わせたモデルが適切であることが

わかった．また，変数の増減による影響はパラ

メータの変化量から少ないことが示された．

Ⅴ　考察

観光客流動および移民による海外送金の流動を

重力モデルで説明した結果，二つの流動の推計値

はおおむね類似した結果となった．重力モデルの

基本変数である所得や距離の弾力性は高い値を示

しており，どちらの流動においても経済レベルが

高く，近接した地域間での流動量が多いことが示

された．また，市場規模の弾力性は低いものの，

有効性のある変数であることが示された．相違点

は物価差および言語関係，植民地の推計値におい

ダミー変数である植民地関係を表す変数は有意

となった．海外送金の流動量は植民地であれば，

250パーセント （exp （1.3）－1≒2.5） 変化するとい

う結果となった．推定の結果から植民地関係は観

光客流動よりも海外送金量への影響が高いことが

わかった．また，公用語の関係を表す変数は海外

送金の流動量に対して有効な変数として認められ

た．出発地と到着地が共通の公用語である場合，

海外送金の流動量は9860パーセント （exp （4.6）－

1＝98.6） 変化するという結果となった．

第 5表bでは負の二項分布をあてはめたモデル

により変数選択を行っている．AICによる選択の

結果，有意性のある変数の組み合わせが最も低い

ことが示された．観光客流動を目的変数としたモ

デルと同様，重力モデルの基本的な変数である所

得，市場規模，距離に加え，物価差や植民地，言

第４表 b　観光客流動の推定結果

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5

(Intercept) －16.35*** －15.321*** －16.495*** －15.564*** －16.851***
［1.986］ ［1.952］ ［1.683］ ［1.971］ ［1.682］

log (GDPCAP_O) 1.24*** 1.075*** 1.098*** 1.08*** 1.106***

［0.108］ ［0.109］ ［0.112］ ［0.108］ ［0.111］

log (GDPCAP_D) 1.276*** 1.153*** 1.187*** 1.161*** 1.199***
［0.138］ ［0.128］ ［0.127］ ［0.127］ ［0.124］

log (POP_O) 0.731*** 0.713*** 0.727*** 0.719*** 0.736***
［0.064］ ［0.072］ ［0.072］ ［0.071］ ［0.07］

log (POP_D) 0.594*** 0.574*** 0.59*** 0.582*** 0.6***
［0.049］ ［0.048］ ［0.048］ ［0.047］ ［0.048］

log (PRICE) －0.812*** －0.872*** －0.887*** －0.878*** －0.895***
［0.309］ ［0.288］ ［0.284］ ［0.291］ ［0.288］

log(distcap) －2.903*** －2.72*** －2.7*** －2.73*** －2.712***
［0.146］ ［0.145］ ［0.139］ ［0.143］ ［0.139］

colony 0.902** 0.914** 0.929** 0.947**
［0.363］ ［0.365］ ［0.371］ ［0.374］

comlang_off 0.526** 0.512** 0.616*** 0.619***
［0.24］ ［0.239］ ［0.213］ ［0.212］

comlang_ethno 0.142 0.169
［0.229］ ［0.231］

smctry －0.971 －1.017
［0.662］ ［0.648］

AIC 713.363 699.367 698.622 697.651 697.027

log-likelihood －349.681 －338.683 －339.311 －338.825 －339.514

pseudo-R2 0.801 0.813 0.814 0.815 0.815

N 354 354 354 354 354

注：負の二項分布モデルによる推定．

［ ］内の数値は頑健標準誤差 .有意水準は***p<0.01，**p< 0.05，*p< 0.1
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光戦略や移民政策を議論する場合，それぞれ独立

した現象ではなく，関連した現象として議論する

ことが重要な視点となり得ることが示された2）．

Ⅵ　まとめ

本研究では重力モデルを用いて，太平洋の島嶼

地域における観光客流動と移民による海外送金の

決定要因を分析および比較を行った．重力モデル

の基本変数である，所得，市場規模，地点間距離

は二つの流動の間でおおむね類似した弾性値が示

された．相違点は物価差，植民地関係，言語関係

を表す変数においてみられた．本研究では太平洋

の島嶼地域における観光市場の需要の分布と移

民の分布の差が影響したことによるものだと考察

した．

一方，適切なモデル選択を行ったところ，二つ

の流動要因は類似したパターンがあることが示唆

された．島嶼地域では移民および観光は重要な

キーワードとなっているが，今後は二つの視点を

関連付けた視点が必要であることが本研究で示さ

れた．

本研究ではデータが完備されていた2010年の

クロスセクションデータによる分析を行った．タ

イムシリーズとクロスセクションをプールさせた

パネルデータにすることでモデル精度の向上，地

域効果や時間効果，短期・長期的な予測など幅広

く議論することが可能となり得る．しかし，自由

度が高く，静的な分析だけではなく，動的な分析

が可能なパネルデータの誤差項の扱い方は現在で

も様々な手法が提案されている最中である．ま

た，重力モデルでは時間不変の距離変数やダミー

変数が用いられることが多いが，固定効果が取り

除かれる手法では距離変数やダミー変数のパラ

メータが推定できないといった手法的な制限が存

在する．そのため，今後は充実した地域データの

収集とともに最適な統計モデルを考察することが

必要である．

 （首都大学東京・院）

て，海外送金を説明したモデルが観光客流動より

大きな弾性値が示された点である．太平洋の島嶼

地域の移民はオーストラリア，ニュージーランド

やアメリカに多いとされている．一方，観光需要

はオセアニアや北アメリカ以外にも市場が散在し

ている．また，距離のパラメータが類似していた

ことから，オセアニアや北アメリカだけではな

く，東アジアや東南アジアといった出発地が含ま

れていたことが結果に影響したと考えられる．

一方，適切な変数の組み合わせを選択したとこ

ろ，両モデルとも同じ変数が選ばれていた．ま

た，パラメータの推計値はおおむね類似した値を

示しており，二つの流動間には類似したパターン

があることが示唆された．この結果を踏まえて観

第５表 a　海外送金の推定結果

Gaussian Poisson Negative

(Intercept) －3.129 －19.508** －23.989***
［1.713］ ［7.351］ ［4.617］

log (GDPCAP_O) 0.287*** 0.655. 1.161***
［0.055］ ［0.337］ ［0.141］

log( GDPCAP_D) 0.327*** 1.599** 1.077**
［0.075］ ［0.513］ ［0.376］

log (POP_O) 0.112*** 0.574*** 0.633***
［0.032］ ［0.156］ ［0.149］

log (POP_D) 0.084** 0.019 0.632***
［0.028］ ［0.202］ ［0.15］

log (PRICE) －0.651*** －2.039*** －2.045***
［0.182］ ［0.458］ ［0.527］

log (distcap) －0.795*** －1.577*** －2.228***
［0.143］ ［0.294］ ［0.269］

colony 1.311** 1.184* 1.259*
［0.504］ ［0.575］ ［0.512］

comlang_off 0.674*** 4.314*** 4.602***
［0.145］ ［0.607］ ［0.707］

comlang_ethno 0.003 0.011 －0.248
［0.158］ ［0.473］ ［0.523］

smctry －0.714* －1.557 －1.771
［0.362］ ［1.224］ ［1.148］

AIC 971.382 na 387.656

log-likelihood －473.691 na －182.828

pseudo-R2 0.388 0.764 0.781

N 354 354 354

注：Gaussian （正規分布），Poisson （疑似ポアソン分布），Negative （負
の二項分布）を示す．

正規分布を仮定したモデルでは目的変数に0.1を加えて対数変換を
行った .
［ ］内の数値は頑健標準誤差 .有意水準は***p<0.01，**p< 0.05，
*p< 0.1
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研究のデータセットでは示せなかったことは，今

後の課題として提起したい．

参考文献
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and Their Economic Vulnerabilities,” World develop-
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Brown, R. P. (1997) : “Estimating Remittance Func-

tions for Pacific Island Migrants,” World Develop-

注

1）地理学において，距離の概念として物理的距

離，時間距離や費用距離など様々ある．本研究で

は首都間距離のデータを用いた．このデータは重

力モデルを応用した様々な先行研究でも用いられ

ている（Balli， Balli and Cebeci (2013) ; Etzo， 

Massidda and Piras (2014) ; Fourie and Santana-

Gallego (2013)）．本研究では先行研究を参考に首

都間距離はモデル推定で用いられる変数としては

妥当であると考えた． 

2）先進国やパネルデータを用いた先行研究とは違

い，本研究のデータセットにはゼロフローが多

かったことから，直接的な因果関係の実証として

は課題が残った．特にVFR （Visiting Friends and 

Relatives） の観光と海外送金の直接的な関係は本

第５表 b　観光客流動の推定結果

Model1 Model2 Model3 Model4 Model5

(Intercept) －20.275*** －23.989*** －25.54*** －23.211*** －24.782***
［5.336］ ［4.617］ ［4.04］ ［4.684］ ［4.029］

log (GDPCAP_O) 1.526*** 1.161*** 1.216*** 1.144*** 1.198***

［0.126］ ［0.141］ ［0.143］ ［0.141］ ［0.144］

log (GDPCAP_D) 1.239** 1.077*** 1.115*** 1.061*** 1.1***
［0.522］ ［0.376］ ［0.382］ ［0.362］ ［0.362］

log (POP_O) 0.641*** 0.633*** 0.638*** 0.621*** 0.627***
［0.172］ ［0.149］ ［0.148］ ［0.144］ ［0.14］

log (POP_D) 0.671*** 0.632*** 0.649*** 0.608*** 0.627***
［0.191］ ［0.15］ ［0.152］ ［0.166］ ［0.17］

log (PRICE) －1.457*** －2.045*** －2.049*** －2.028*** －2.037***
［0.409］ ［0.527］ ［0.528］ ［0.498］ ［0.502］

log (distcap) －2.803*** －2.228*** －2.188*** －2.219*** －2.182***
［0.351］ ［0.269］ ［0.263］ ［0.256］ ［0.255］

colony 1.259** 1.291** 1.177** 1.217**
［0.512］ ［0.515］ ［0.513］ ［0.519］

comlang_off 4.602*** 4.59*** 4.427*** 4.436***
［0.707］ ［0.716］ ［0.57］ ［0.566］

comlang_ethno －0.248 －0.217
［0.523］ ［0.524］

smctry －1.771 －1.677
［1.148］ ［1.076］

AIC 504.604 387.656 387.159 386.165 385.552

log-likelihood －245.302 －182.828 －183.58 －183.083 －183.776

pseudo-R2 0.651 0.781 0.781 0.782 0.783

N 354 354 354 354 354

注：負の二項分布モデルによる推定．

［ ］内の数値は頑健標準誤差．有意水準は***p<0.01，**p< 0.05，*p< 0.1
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The Comparison of the Determinants for Two Flows:

Tourism Demand and Remittance by Immigrants in Small Islands of Pacific Region

 TAKAHASHI Kantaro

This paper aims at analyzing and comparing the difference between two flows; 1) the tourism flow 

shown as tourism demand, and 2) the remittance flow by immigrants. The study focuses on the small islands 

in the Pacific region since the issue of the migration and remittance are keys of the economy in this region as 

the MIRAB economic model indicates. In addition many of island regions are dependent upon international 

trade for their economic structure. Tourism, as one of the service trade, is especially significant for their 

economies. On the other hand, these flow data surrounding the island economy have many zero flows 

compared with the developed countries, and since the number of samples is small, few analysis using the 

econometric method have been done as yet. In this paper, the gravity equation is applied to show the 

determinants of the two flows respectively with consideration of the zero-flow data.

As a result, basal variables in the gravity equation such as income, market size and distance effect 

are similar tendencies in both flows. In particular, income on both the origin and destination sides and distance 

effects show elasticity while market size on both sides is inelastic, although all of variables are significant. 

Meanwhile, price effect, and colonial and language relationships respectively, show the differences between the 

two flows. The coefficients of remittance flow are indicated higher than tourism flow in these variables. 

Moreover, this paper carried out the selection of the variables to seek the best model with AIC. The result 

shows both model were selected with the same variables to explain the flows.

This paper concludes that it is necessary to take account of both relationship between tourism 

demand and migration issues in considering the island economies since the result shows a similar tendency 

between two flows.

Key words: Island economics, Tourism Flow, Migration, Remittance, Gravity Equation


